
資料１これまでの委員の意見と事務局の見解と今後の方針（案）

１ 移管と廃棄に関する委員会の考え方

（１）第２回委員会における委員の意見

① 「廃棄」とされている性質区分でも県民から見たときに「移管」とすべき性質区分

があると思われるので、再検討すべき。例：補助金、許認可、指定管理者制度、県債
・起債等

② 基準表で「廃棄」とされている行政文書ファイル(現行の簿冊に相当。以下同じ。)

にも、重要な文書で移管すべき文書が含まれているのではないか。同様に、基準表で

「移管」とされている行政文書ファイルにも、残す必要がない文書が含まれているの

ではないか。

③ 保存期間満了時において 「廃棄」又は「移管」される前に、委員会で適切な判断、

ができる仕組みを作る必要がある。具体的には、この委員会だけでは膨大な行政文書

の精査ができないので、作業チームを設けて、事前審査を行っていただきたい。

④ 「歴史公文書の選別基準」については、異論はない。

（２）第２回管理委員会終了後の委員の意見 別紙のとおり

２ 移管と廃棄に関する県の考え方

① 基準表において、性質区分毎に作成すべき文書を明記し、その分類方法、保存期間

及び保存期間満了時の措置（移管か廃棄）を定めることにより、全ての職員が、文書

の作成時に、保存期間及び保存期間満了時の措置を紛れなく設定することができる。

② このことにより、保存期間満了時に廃棄しようとするときに委員会へ意見を聴く際

も、委員会としては、対象となる行政文書ファイルの性質が、この基準表で「廃棄」

とされている性質区分に該当するどうかを外形的に確認することで足ることになる。

③ 歴史的に重要な文書に該当するとして移管するか又は廃棄するかは、行政文書ファ

イルの性質区分毎に定めるものであり、行政文書ファイルに含まれる個々の文書の内

容によるものではない。

行政文書ファイルの中の全ての文書が廃棄すべき場合のみ、その行政文書ファイル

、 、を廃棄し 行政文書ファイルの中にひとつでも移管すべき文書が含まれている場合は

関連を有する一連の文書の集まりである行政文書ファイルそのものを移管するという

考え方で基準表を策定している。

そのため、廃棄とされている行政文書ファイルに移管すべき文書が含まれることは

ない予定である。

３ 今後の対応方針（案）

① 保存期間満了時において、基準表で「廃棄」とされている行政文書ファイルの廃棄

に関する仕組みを検討する。

②「保存期間満了時の措置」の設定を再検討する。



別紙 第２回管理委員会終了後の委員の意見と事務局の見解

委員の意見 事務局の見解等

１ 基準表へのご意見

①「４ 本会議及び委員会における審議」に係る①基準表 ４ 本会議及び委員会における審議「 」

文書については、他の性質区分の一連の業務のの保存期間満了時の措置について「廃棄」とさ

流れの一つの過程としての行政文書として整理れているが、他の「県議会に関する事項」中の

されている場合があり、当該性質区分において文書と併せて重要性はでてこないか？

移管としているものもある。※県政の重要な決定に係る資料群等

例えば、「５ 条例の制定又は改廃」 でも議会

審議を業務の区分として設けており、当該条例に

関する本会議及び委員会の審議文書が、条例の

制定又は改廃という行政文書ファイルとして整理

され、３０年保存した後に歴史公文書として移管

されることとなる。

現在の基準表（案）では、条例制定又は改廃

に係る議会審議の文書を４又は５のいずれの行

政文書ファイルとして整理すべきか不明確なの

で、例えば、４の項に「（他の項に属するものを除

く。）」等を追加することについて検討したい。

②基準表の「１１ 県行政又は事業に関する計画 ②ご意見を踏まえ、県行政又は事業に関する計

又は方針の決定又改廃及びその経緯」及び「県行 画又は方針については、資料３－２「共通基準表

政又は事業に関する計画又は方針の進行管理及 (案)」の一部修正の概要の末尾に記載のとおり

び評価に関する事項」の保存期間満了時の措置 具体的基準を定めました。

における基準に 「計画期間が５年を超えるなど・ 他にも、性質区分において、その一部を移管と

・」とあるが「５年」の根拠は？ しているものがあることから、同様に客観的・具

この標記だと、５年以下は全て「廃棄」となる可 体的基準を検討したい。

能性もある。短年の計画は対象外とするのか？ なお、参考事例のようなケースについては、歴

（参考）「竹下総理」のとき、ふるさと創生基金とし 史公文書の選別基準の重要な政策事項等（第２

て各自治体に一律１億円が配られたと記憶してい 回委員会資料２ １－２－（２））として、個別に定

る。そのような、短年でも時代を切り取るような政 めることも考えられる。

策については廃棄できないと思われる。

③基準表の「２１ 許認可等の行政処分の記録に ③「２１ 許認可等の行政処分の記録に関する

関する事項」、「２２ 許可、認可、免許、承認等の 事項」については、ご指摘の趣旨を踏まえ、案を

行政処分の審査基準、処分基準、行政指導指針 「廃棄」から「移管」と変更したい。

及び標準処理期間の設定及びその経緯」及び「２

３ 許可、認可、免許、承認等の行政処分の決定

につい及びその経緯」の保存期間満了時の措置

て、処分の基準については「移管」だが、実際

、 「 」の許認可の決定や記録は 失効後５年で 廃棄

となっている。県民にとってはその記録(２１

の台帳等)も必要とならないか？

④「９３ 組織又は定員に関する事項（権限の委 ④基準案は、知事部局の各課に共通する事項を

任又は配分に関する事項を含む。）」として、 示しているが、組織の変遷については、各課で行組織

う業務と併せ総括する人事課の業務がある。その編成について、保存期間満了時の措置が「廃



のため、今回提示できなかったが、人事課の事棄 となっている 過去の県組織を調べる場合」 。 、

務・事業に関する個別表で、「組織又は定員に関他に資料、知りうる情報はあるか？

する事項」という性質区分を設け、その保存期間(参考)天草アーカイブズで公文書整理をしてい

満了時の措置は、「移管」とすることとしている。ると、作成部署が分からず、困ることが多い。

なお、組織又は定員に関する事項は、熊本県その際は、各町の機構図を、市史、町史、広報

内部組織設置条例又は熊本県庁処務規程等をなどから捜しだしている。

見れば明らかになるが、そうした条例や規定等機構図の変遷は分かるようにしておいたほう

は、「５ 条例の制定改廃及びその経緯」又は「７がよい。

訓令の制定改廃及びその経緯」に該当し、保

存期間満了時の措置は「移管」としている。

⑤「 被服の貸与の実施に関する事項」の⑤「120 被服の貸与記録に関する事項」は廃 121
移管とあるのは、誤記であり、廃棄と修正する。棄であるが 「121 被服の貸与の実施に関する、

事項」は移管とある。その理由は？（どちらも

5年保存）

⑥「 用地等の買収の決定及びその経緯」⑥「180～187 用地買収関係について全て廃棄 183
については、県有財産(用地)の取得に伴う評価となっているが、公共工事（性質区分46等）と

調書、支出負担行為書及び契約書等が、歴史公関連して、移管ではないのか？

文書の選別基準に該当するかという観点で、検

討したい。それ以外については、「廃棄」とした

い。

２ 制度全般へのご意見

⑦保存期間満了時の措置の根拠は、今後定め⑦保存期間満了時の措置としての 「移管 「廃、 」

る「歴史公文書の選別基準」である。棄 のそれぞれの根拠を 示す必要があります」 、 。

そのため、保存期間満了時の措置について明確な理由がないと、移管・保存の説明もでき

は、歴史公文書の選別基準が同じである国に倣ないのではないでしょうか。

って定めているが、国はその文書の一部のみし県政に大きな影響を与えたという判断を原課

か基準を定めていないため、国にないものにつに任せていいのでしょうか？

いては、県で独自に設定した。

例えば、許認可等であれば、その許認可の制

度・基準やその取扱いの指針に当たるものは移

移管の対象としないものの範囲の案を、 管し、個々人に対する処分については、廃棄とし

資料３－１のとおり整理しました。 た。また、定型的に作成される文書については、

移管の対象外とした。

また、重複して所有する行政文書ファイルにつ

いては、保存の重複を考慮し、主管課・とりまとめ

課の行政文書ファイル及び一連の全てをまとめ

た行政文書ファイルのみを移管の対象と考えて

いる。

なお、原課に判断をさせるのは、基準表におけ

る性質区分の適用のみであり、その適用に誤り

がなく、基準表の保存期間満了時の措置が適切

であれば、県全体として適切な管理が可能となる

と考えている。

⑧保存期間満了時の措置とは、既に現用文書と⑧移管され、保存され、評価選別にかけられる

しての役目を終えた行政文書ファイルの取扱い文書性質は、県民の立場に立った権利保障や説

を歴史公文書の選別基準に基づき定めるもので明責任も考えるべきだと思います。

ある。そのため、個々人の権利の保障という観点とりあえず、大きな網をかけ、なるべく廃棄

での措置は、特段不要( )と考えており、県民へしないようにしておくべきです。さらに、来年 ※



の県の制度・取組みへの説明責任は、基準表で文書管理システムが起動する前に、各部署には

「移管」と示している県の事務・事業の顛末、許認決して廃棄しないよう、強く求めるべきです。

可の基準等を永久に保存することにより果たしてもし大量の文書廃棄が行われるとすれば、熊本

参りたい。県政史上大きな汚点となるでしょう。

また、知事部局が既に保有する行政文書につ担当の県政情報文書課はできるだけ急いで、

いては、平成２１年７月１３日付け総務部長通知書庫を確保するべきです 空き学校 公舎など。 、 、

により、廃棄を凍結しており、また今回制定した残しておけば公文書館機能が始まったとき、後

条例の附則の規定により廃棄しようとするとき悔しないですみます

は、「歴史公文書の選別基準に該当するか否か」

について管理委員会の意見を聴くこととしている

ため、不適切な廃棄は生じないと考えている。

なお、今回の制度改正による保存文書の増加

量については、現在見込みが立っていないが、

書庫等に不足が見込まれる場合には、必要な措

置を講じて参りたい。

(※)個々人の処分に対する権利義務に係る説明

責任は、現用文書を用いて組織としてその責務

を果たす必要があるため、基準表又は個々の行

政文書ファイルにおける保存期間の延長等必要

な措置を講じることとなる。


